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平成２２年度事業計画・予算を承認

保
険
料
は
据
置
き

組
合
員
の
加
入
促
進
に
ご
協
力
を

第 ４１ 回
通常組合会

被
保
険
者
証
を
更
新
し
ま
し
た

受
診
は
新
し
い
被
保
険
者
証
で

　

昨
年
8
月
の
衆
議
院
選

挙
で
勝
利
し
た
民
主
党

は
、
政
権
公
約
に
基
づ
き

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

廃
止
を
表
明
、
そ
の
後
、

厚
労
省
は
、
廃
止
後
の
新

制
度
を
検
討
す
る
た
め

「
高
齢
者
医
療
制
度
改
革

会
議
」
を
設
置
、
同
会
議

の
初
会
合
が
昨
年　

月　
11

30

日
に
開
催
さ
れ
、
新
制
度

の
具
体
化
に
向
け
た
議
論

が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

改
革
会
議
の
検
討
に
あ

た
っ
て
長
妻
厚
労
大
臣
は

「
年
齢
で
区
分
す
る
と
い

う
問
題
を
解
消
す
る
制
度

と
す
る
」
等
の
6
項
目
の

基
本
的
な
考
え
方
を
議
論

の
前
提
条
件
と
し
て
い
ま

す
。
改
革
会
議
は
既
に
5

回
開
催
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
本
年
3
月
の
第
4
回

会
議
で
厚
労
省
は
、
新
制

度
の
選
択
肢
の
一
つ
と
し

て
、　

歳
以
上
の
高
齢
者

65

は
市
町
村
国
保
に
加
入

し
、　

歳
未
満
と
別
勘
定

65

と
す
る
案
の
財
政
試
算
を

明
ら
か
に
し
ま
し
た
。
こ

の
案
は
、　

歳
以
上
の
高

65

齢
者
全
員
が
市
町
村
国
保

に
加
入
す
る
こ
と
で
、　

75

歳
以
上
を
別
建
て
と
し
た

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
へ

の
批
判
に
対
応
す
る
一

方
、「
高
齢
者
の
医
療
給
付

費
を
公
費
・
高
齢
者
の
保

険
料
・
若
人
の
保
険
料
で

支
え
る
仕
組
み
」
と
し
、

　

歳
以
上
を
別
勘
定
と
す

65る
こ
と
で
、
高
齢
者
の
医

療
給
付
費
を
公
費
と
若
人

が
支
え
る
仕
組
み
と
し
て

い
ま
す
。
改
革
会
議
で
は

幅
広
く
議
論
を
行
っ
て
い

く
と
し
て
い
ま
す
が
、
有

力
な
選
択
肢
の
一
つ
に
な

る
と
み
ら
れ
、
今
後
の
動

向
を
注
視
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

次
に
、
平
成　

年
度
か

20

ら
実
施
が
義
務
付
け
ら
れ

た
特
定
健
診
・
特
定
保
健

指
導
に
つ
い
て
は
、
初
年

度
、
特
定
健
診
は
、
予
定

し
た
人
数
を
お
お
む
ね
達

成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し

た
が
、
特
定
保
健
指
導
は
、

国
保
組
合
を
対
象
と
し
て

事
業
を
受
託
し
た
地
区
医

師
会
が
極
め
て
少
な
く
、

契
約
締
結
し
た
の
は
都
内

　

地
区
医
師
会
中
、
7
地

61区
医
師
会
の
み
で
、
当
組

合
の
受
診
実
績
も
僅
か
1

件
、
更
に
、
平
成　

年
度

21

も　

地
区
医
師
会
し
か
契

12
約
締
結
し
て
お
ら
ず
、
本

年
度
も
大
幅
な
増
加
は
難

し
い
と
思
料
さ
れ
る
こ
と

か
ら
、
今
後
、
本
事
業
を

円
滑
に
推
進
す
る
た
め
に

は
抜
本
的
な
見
直
し
が
必

要
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
下
、
平

成　

年
度
の
事
業
運
営
に

22
当
た
っ
て
は
、
国
の
動
向

を
注
視
し
な
が
ら
適
切
に

対
応
す
る
こ
と
を
基
本
と

す
る
と
と
も
に

①
保
険
料
は
、
前
年
度
と

同
額
に
据
置
く

②
保
険
給
付
・
保
健
事
業

に
つ
い
て
は
、
基
本
的
に

前
年
度
と
同
様
の
内
容
で

実
施
す
る

―
と
し
た
基
本
方
針
に
よ

り
各
事
業
を
推
進
す
る
こ

と
と
し
ま
す
。
ま
た
、
被

　

建
設
職
能
国
保
組
合
は
、
2
月　

日
午
後
2
時
か
ら
建
設
職
能
会
館
で
第　

回
通
常
組
合
会
を
開
催
し
、

26

41

「
平
成　

年
度
事
業
計
画
」「
平
成　

年
度
歳
入
歳
出
予
算
」
の
2
議
案
を
審
議
し
、
質
疑
応
答
の
後
、

22

22

い
ず
れ
も
原
案
ど
お
り
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

　

保
険
料
は
、
組
合
員
・
家
族
と
も
前
年
度
と
同
額
に
据
置
き
と
し
ま
し
た
。

平成２２年度国保保険料（月額）

１.医療給付費分及び後期高齢者支援金分（据置）

＊家族は４人まで賦課、５人目以降は無料。
＊組合員の年齢は毎年度４月１日現在で区分します。

２.介護納付金分（据置）

　世帯中の介護保険第２号被保険者（４０歳～６４歳の方）
については、次の額が医療給付費分及び後期高齢者支
援金分保険料に加算されます。

＊満４０歳になる場合は、誕生日の前日の月から納付し
ます。

３.後期高齢者の組合員と当該組合員の世帯に属

する７５歳未満の被保険者（組合員の家族）
　●組合員　５００円（据置）
　●家　族
　　○前記１の医療給付費分及び後期高齢者支援金分

の家族と同額
　　○介護保険第２号被保険者がいるときは、前記２

に定める額

都外居住者都内居住者区　分

１７,２００円１５,２００円３０歳以上
組　

合　

員

１３,０００円１１,０００円２５歳以上３０歳未満

１１,０００円８,０００円２０歳以上２５歳未満

８,０００円５,０００円２０歳未満

４,７００円４,３００円家族（１人につき）

２,０００円介護保険第２号被保険者１人につき

平成２２年度

高齢受給者証更新のご案内
所得確認書類の提出にご協力を

　職能国保組合では、70歳～74歳の前期高齢者の方に「高齢

受給者証」を交付しています。この受給者証は毎年8月1日が

更新時期となるため、該当者（組合員宛）の方へ6月中旬に更

新のご案内通知を支部を通じてお送りしています。

　また、高齢受給者証の発行にあたっては、医療機関等の窓

口で支払う一部負担金の負担割合を再判定するために、組合

員の方に次の①～③のいずれかの所得確認書類を所属支部又

は当国保組合へ提出していただくことになりますので、ご協

力をお願いします。

①平成22年度区（市町村）民税、都（県）民税普通徴収の

納税通知書（写）

②平成22年度区（市町村）民税、都（県）民税特別徴収税

額通知書（写）

③平成22年度区（市町村）民税、都（県）民税課税（非課

税）証明書

◆被保険者数
４,５５３人組合員

６,２１６人家　族

１０,７６９人計
（３月末現在）

　

平
成　

年
4
月
1
日
付

22

で
被
保
険
者
証
が
更
新
さ

れ
ま
し
た
。
病
院
等
で
受

診
さ
れ
る
と
き
は
、
受
診

者
本
人
の
カ
ー
ド
を
提
示

さ
れ
る
よ
う
お
願
い
し
ま

す
。

　

な
お
、
新
証
は
平
成　
23

年
3
月　

日
ま
で
有
効
で

31

す
が
、
保
険
料
の
滞
納
等

が
あ
る
場
合
は
有
効
期
限

を
短
縮
し
た
「
短
期
被
保

険
者
証
」（
世
帯
全
員
）
が

交
付
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
。

　

ま
た
、
被
保
険
者
証
が

カ
ー
ド
化
さ
れ
た
こ
と
に

伴
い
証
を
紛
失
し
、
再
交

付
申
請
す
る
件
数
が
従
来

の
3
倍
以
上
に
な
っ
て
い

ま
す
の
で
、
証
の
管
理
に

は
十
分
ご
注
意
願
い
ま

す
。
紛
失
し
た
場
合
は
、

原
則
と
し
て
所
属
す
る
支

部
を
通
し
て
再
交
付
申
請

手
続
き
を
し
て
く
だ
さ

い
。　

期
限
切
れ
と
な
っ

た
旧
被
保
険
者
証
は
所
属

の
支
部
組
合
に
返
還
し
て

く
だ
さ
い
。

保
険
者
が
引
き
続
き
減
少

し
て
お
り
、
数
年
後
に
は

1
万
人
を
割
る
こ
と
も
予

想
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
組

合
の
運
営
基
盤
安
定
の
た

め
、
母
体
連
合
会
と
連
携

し
て
、
組
合
員
の
加
入
促

進
を
図
り
組
織
の
拡
充
強

化
と
活
性
化
に
努
め
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。
引
き

続
き
皆
様
の
ご
協
力
を
お

願
い
し
ま
す
。

　

な
お
、
平
成　

年
度
の

22

事
業
概
要
に
つ
い
て
は
、

す
で
に
所
属
の
支
部
を
通

し
て
各
組
合
員
世
帯
に

「
平
成　

年
度
事
業
案
内
」

22

及
び
「
保
健
事
業
の
ご
案

内
」
を
配
布
し
て
お
り
ま

す
の
で
ご
覧
く
だ
さ
い
。

平成２２年度東京建設職能国民健康保険組合歳入歳出予算書
（単位：千円）

歳　　　　　入
金　額項　　　　　目
１,２４０,５３９１国 民 健 康 保 険 料　

１２使 用 料 及 び 手 数 料　
１,１４５,１０２３国 庫 支 出 金　
１０,０００１国 庫 負 担 金

１,１３５,１０２２国 庫 補 助 金
２２０,７９６４前 期 高 齢 者 交 付 金　
１４５,７１３５都 補 助 金　
５３,１０６６共 同 事 業 交 付 金　
７５７７財 産 収 入　
２８繰 入 金　

３６３,６８５９繰 越 金　
１２,４１１１０諸 収 入　

３,１８２,１１２歳　入　合　計

歳　　　　　出
金　額項　　　　　目
３,１９４１組 合 会 費　
１４７,１７６２総 務 費　
１１１,９４７１総 務 管 理 費
３５,２２６２微 収 費

３３選 挙 費
２,０５４,９５２３保 険 給 付 費　
１,８２５,４２０１療 養 諸 費
１６０,３９５２高 額 療 養 費

１３移 送 費
３１,９２０４出 産 育 児 諸 費
３,５５０５葬 祭 諸 費
３１,９２０６傷 病 手 当 金
１,７４６７結 核・精 神 医 療 給 付 金
４３５,５２８４後 期 高 齢 者 支 援 金 等　
８０１５前 期 高 齢 者 納 付 金 等　

１３,１６３６老 人 保 健 拠 出 金　
２２１,３１４７介 護 納 付 金　
６７,０９４８共 同 事 業 拠 出 金　
６７,９６３９保 健 事 業 費　

３１０積 立 金　
４７,２５３１１諸 支 出 金　
１２３,６７１１２予 備 費　
３,１８２,１１２歳　出　合　計【

職
員
の
人
事
異
動
に
つ
い
て
】

　

4
月
1
日
付
で
事
務
局
長
に
就
任
し
た
宮
崎
修

で
ご
ざ
い
ま
す
。
奉
職
し
て　

年
に
な
り
ま
す
が
、

35

こ
の
間
に
得
た
知
識
と
経
験
を
生
か
し
被
保
険
者

の
皆
様
の
健
康
増
進
に
寄
与
で
き
る
よ
う
全
力
で

頑
張
り
ま
す
。
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。


